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る 1）。また，2018（平成 30）年時点での障害者福祉分野と高齢者福祉分野の福祉・介護職員の





















2018（平成 30）年の医療，福祉分野の入職率は 16.2％，離職率は 15.5％であり 5），2018（平
成 30）年 10 月 1 日から 2019（令和 1）年 9 月 30 日までの正規雇用での介護職員の採用率は
15.9％，離職率は 14.4％である 6）。また，2000（平成 12）年から 2013（平成 25）年の介護福祉
士の従事率は，最も高い時で 2000（平成 12）年の 62.4％，最も低い時で 2004（平成 16）年の
51.2％である7）。2020（令和2）年6月末日時点での介護福祉士の登録者数は1,752,197人であり8），




本稿では，「新人材確保指針」とA市（人口 138,078 人，高齢化率 27.1％：2019（令和 1）年
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6 月時点）における調査結果とを照合し，人材確保政策の現状と課題について検討した。A市





係があることから調査対象とした。調査期間は 2018（平成 30）年 8月中旬～ 9月末で，回答数





























挙げられる。具体的には，介護老人福祉施設は 2000（平成 12）年の 4,463 施設 13）から，2006
（平成 18）年には 5,716 施設 14），訪問介護は 2002（平成 14）年の 12,346 事業所 15）から 2006（平
成 18）年には 20,948 事業所 14），通所介護は 2002（平成 14）年の 10,485 事業所 15）から 2006（平
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き継がれ，同委員会は 2014（平成 26）年 10 月から 2018（平成 30）年 3月までに計 14 回の審
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者向け住宅，有料老人ホームを除く 82 事業所）のうちの 65 事業所（79.3％）が「配置基準以上
の人員を配置している」と回答した。その理由としては，「サービスの質を向上させるため」が
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表 4　人手不足とキャリアアップシステム及び IT 技術の導入に関する相関関係について
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和 2）年 2月 19 日の第 6回全世代型社会保障検討会議において，「デジタルテクノロジーと規制
緩和による介護現場改革が必要」28）との資料が提示された。具体的には，IT技術の導入などを
進めることによる生産性向上が見込まれ，施設介護事業においては，現行の入所者 3人に対し
介護職員 1人という人員配置基準から，入所者 4人に対し介護職員 1人という人員配置に変更
することが可能であると記載されている 28）。この議論は，介護現場の人手不足感とは真逆の内
注） 2001（平成 13）年，2004（平成 16）年，2007（平成 19）年の数値については，各該当年の 9月分の収支を対象とした
調査結果に基づき算出した。2009（平成 21）年，2012（平成 24）年，2014（平成 26）年，2015（平成 27）年の数値
については，各該当年度 1年間の収支決算を対象とした調査結果に基づき算出した。（筆者作成）
図 5　収益（補助金含まない）に対する給与費の割合
注） 2001（平成 13）年，2004（平成 16）年，2007（平成 19）年の数値については，各該当年の 9月分の収支を対象とした






































ことから，「新人材確保指針」の中の “ 多様な人材の参入・参画の促進 ” という方針の提示と，
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課題としてさらなる議論を要する。
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